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	【航　空　局】
	１．災害に強い空港づくりについて
	（１）首都圏空港が閉鎖された場合、国内、国際便の多くの便が他空港へダイバート
	を余儀なくされ、大きな混乱が予想される。シミュレーションは大規模かつ広範囲にわたるが、航空局が導入した「緊急ダイバート運航総合支援システム」等も活用し、安全運航、関係者の防災・危機管理意識の向上の観点から実施すべきであると考えるが、エアラインも交えた訓練についてどのような議論・調整を行っているか伺いたい。
	（２）民間への運営権の委託が進み、日本の空港は様々な運営形態になっていることもふまえ、今後の災害発生に備えたシミュレーションや訓練、ＢＣＰの内容精査等については、各空港や自治体だけに任せるのではなく、国として方針・ガイドラインを掲げるなど主体的に関わり、実施状況や内容に大きなバラつきを生じさせないことが重要である。
	２．首都圏空港の整備について
	（１）首都圏空域の需要予測について
	新型コロナウイルス感染症による航空行政全般に関わる環境の変化を踏まえて、首都圏空港の機能強化策の前提となる需要予測を再度行う必要性について、議論・検討されていることがあれば明らかにされたい。
	（２）2020年以降の拡大に向けた検討について
	2020年以降の施策として、羽田、成田ともに新たな滑走路の整備についても検
	討されているが、滑走路新設等の高額投資については、需要予測を精査し、慎重に検討すべきである。例えば、羽田空港における飛行経路の見直しを適用する時間帯の拡大・分散など、既存ストックでの対応を前提に、あらゆる可能性を徹底的に検討すべきである。
	（３）空港におけるソーシャルディスタンスついて
	新型コロナウイルスの感染予防として、空港におけるソーシャルディスタンスの確保が求められているが、職場からは施設の広さなどの物理的な制限により、適切な距離を保つことが難しい場所もあるとの声を聞いているが、航空局としての課題認識や、今後、取り組んでいく内容があれば明らかにされたい。
	（４）羽田空港について
	羽田空港の駐車場混雑を解消するため、羽田空港周辺における駐車場の開発を実施するとともに、公共交通機関利用促進を幅広く利用者に周知されたい。また、都内ＪＲ、私鉄各線の終電の繰り上げが実施されているが、コロナが収束し、羽田空港発着の深夜便が復便した場合への影響について、鉄道局等と中長期的な視点で連携を図るとともに、中断している深夜・早朝アクセスバスの運行や対象エリアの拡充など、深夜早朝便の利用がしやすい環境を講じられたい。
	（５）成田空港について
	四者協議会で合意された夜間飛行制限の緩和、Ｂ滑走路の延伸、第３滑走路の整備による空港機能の向上に加え、コロナウイルス収束後の国際航空需要の回復もみすえ、利便性向上のためにも、空港へのアクセスのさらなる改善や、安全性を確保した施設整備に取り組まれたい。 　2030年度を目途とした滑走路増設を含む拡張計画により、空港敷地も現在のほぼ倍となる予定である。 　拡張に伴い、貨物地区の再編が行われるのであれば、施設利用者である航空会社、フォワーダー、上屋運営会社、トラック運送会社などの業界と協業して再編計画を...
	２．日中間の航空路混雑について
	日本－中国路線、特に北京や上海を離発着する航空機については、恒常的に遅延が発生している。さらに昨今の便数の増加により、慢性的な航空路混雑が生じており、利用者に多大な迷惑をかけている。中国路線の管制事由による航空路混雑の改善に向けては、国が日本・中国・韓国の三国間で協議を設定していくことが重要であり、引き続き連携を強化するとともに、利用者に状況を周知されたい。
	そのような中、2021年12月25日にＡ５９３が複線化されたとのプレスリリースが公表されたが、安全面の効果に加えて、航空路混雑解消の効果等について説明を願いたい。
	３．地方ネットワークのあり方について
	路線維持・撤退・開設は、基本的に事業者判断に委ねられるべきとの認識である。
	一方で、利用者利便の向上の観点から、地方路線を安定的に維持していくためには、航空会社の自助努力だけでなく、空港の外部経済効果を考慮した地方自治体や国による運航費補助等の仕組み作りが必要である。特にコロナ禍において移動が制限される状況においては、この仕組み作りは急務であり、その仕組みは、各空港・地方自治体と航空会社の個別協議に全てを委ねることなく、公正かつ透明性の高いものとされたい。
	４．地方空港のあり方について
	（１）新型コロナウイルス感染症により、地方空港と海外とを結ぶ路線では運休が長期化している。そのような中でも、運航再開を見据えて、受け入れ環境の整備を継続していくことが重要だと考えているが、航空局の認識を明らかにされたい。
	（２）2017年７月には全国27空港が「訪日誘客支援空港」として認定され、地方空港
	の新規就航・増便の支援策として国際線の着陸料の軽減や補助に加えて、空港受入環境の整備等の支援や関係部局・省庁と連携した支援策を強化することが盛り込まれた。今後、訪日誘客支援空港の認定区分の見直しについて検討していくと聞いているが、その後の検討状況を明らかにされたい。
	（３）地方空港における国際線の就航については、インバウンド需要による持続的な地域活性化や、天災等発生時などのリスク分散という観点から、継続的に安定
	した路線網の確保が必要である。
	関係省庁や地方自治体と連携し、地方空港ごとの取り組みではなく、日本全体で地方空港が活性化するような取り組みを講じられたい。
	５．航空安全・保安について
	（１）テロやハイジャックは民間機、航空利用者ではなく、国家・国民を標的にしてい
	るという観点から、航空法に航空保安に関する国の責任と、旅客・荷主の責任を明記すべきである。また、保安検査に関する有識者会議における中長期的な課題である、関係者の役割分担の明確化や連携強化に関しては、保安検査の実施主体の変更に伴う課題を国が早期に整理したうえで、目標時期を明確に示すとともに、早急に取り組むべきである。
	（２）民間航空機の安全運航を確保するためには、自衛隊の訓練空域を縮小し、沖合へ移転するなど民間機の飛行ルートを最優先した空域の抜本的な再編を行う必要がある。特に、関東地区は成田、羽田と米軍の横田、厚木、自衛隊の百里など空域が混在しているが、空港整備の効果を最大限発揮するためには、成田、羽田の空域統合や米軍、自衛隊空域も含めた近隣空域を再編が不可欠である。さらにこれをステップに国交省、自衛隊、米軍の三者に分かれている現行の複雑な管制体制を見直し、国交省への一元化を目指されたい。
	（３）民間航空機の整備分野における「航空法（国交省管轄）」と「航空機製造事業法（経産省管轄）」の重複項目について、航空法の認定事業場においては航空機製造事業法を適用外にするなど、管轄する省庁間で調整を行い、手続き簡素化の観点から二重適用を改めるよう法律を改定されたい。特に規制改革・行政改革に資する課題だと認識しているが、国土交通省内で検討されていることがあれば明らかにされたい。
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